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産業構造審議会保安分科会電力安全小委員会風力発電設備構造強度ワーキンググループ

（第２回）－議事録 

 

日時：平成２５年１月１７日（木曜日）１５時～１６時 

場所：経済産業省別館３階３４６号会議室 

 

議題： 

１．第１回風力発電設備構造強度ワーキンググループ（１２／２７）における主な委員コ

メント 

２．現行建築基準法の技術基準等による産業保安監督部の審査能力の確認結果について 

３．建築基準法における構造強度に係る基準の電気事業法への取込みについて 

４．審査一本化後の審査イメージについて 

５．建築基準法及び電気事業法における構造強度以外の同等性について（前回積み残し部

分など） 

 



 

- 2 - 

議事内容  

 

○村上電力安全課長  それでは、定刻より少し早いですけれども、委員の皆様がおそろ

いでございますので、ただいまから風力発電設備構造強度ワーキング（第２回）を開催い

たします。本日はご多用の中、ご出席いただきまして、ありがとうございます。 

 それでは、以降の進行を勝呂座長にお願いいたします。よろしくお願いします。 

○勝呂座長  きょうは、お忙しい中、ありがとうございました。 

 それでは、まず、議事に先立ち、定足数の確認と配付資料の確認を事務局からお願いし

ます。 

○村上電力安全課長  本日は、委員６名中、全員ご出席いただいておりますので、ワー

キングの定足数は満たしております。 

 続きまして、配付資料の確認をいたします。配付資料一覧がございます。きょうは、資

料１から資料５まで用意してございますので、何か不備等がございましたら、事務局まで

お知らせいただければと思います。 

○勝呂座長  ありがとうございます。特別抜けはないと思いますけれども、確認いただ

いたということで、それでは、議事に入らせていただきます。 

 資料１から４まで一括で事務局から説明をしていただいて、あわせて質疑応答としたい

と思います。まず資料１に基づいて、前回、12月27日に第１回風力発電設備構造強度ワー

キンググループを行いましたけれども、それにおける主な委員コメントの紹介をお願いし

ます。 

○村上電力安全課長  それでは、お手元の資料１でございますが、前回のワーキンググ

ループの中でいただきましたコメントで主なものでございます。 

 石原委員からまず最初に、講習や研修についてはきちんとやって、審査のポイントを理

解していくことが重要だというお話がございました。これについては、きょう資料２の中

で少し触れさせていただきます。 

 さらに石原委員から、次に、風力の分野はかなり国際化しているので、国際基準との整

合性も注意してほしいということでございますが、これは前回、そういったことについて

は電事法の中でも配慮していくとお答えしているところでございます。 

 ３番目のコメントでございますが、若尾委員から、研修をやっていって、どれぐらいで

きるのかということについて受講生の感想、また、研修のボリュームについても考えてい
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く必要があるのではないかということでございますが、これにつきましては資料２の中で

ご説明させていただきたいと思います。 

 さらに、４つ目のコメントでございますが、若尾委員から、一般的な工学の知識で対応

できるような標準的なものと、特殊なものがあるけれども、これまでの実績でどういう比

率になっているか、また、今後どういう比率になっていくか見込みを示してほしいという

ご意見がございました。これは、資料４でご説明したいと思っております。 

 続きまして、資料２でございます。 

 昨年の12月27日、28日でございますが、約１日半、石原委員に講師を務めていただきま

して、土木学会指針と、その指針の講習会資料を使いまして、私どもの産業保安監督部の

現在風力を担当している職員９名に対して研修を行っていただきました。この結果につき

ましては、それぞれの受講生から、どういうことだったかということについては私どもの

ほうで聞き取り等をしましてまとめてございますが、その結論が２ポツに書いてございま

す。 

 研修会に参加した各産業保安監督部職員に対して、審査実施可能性の確認を行ったとこ

ろ、一定の研修により風力発電設備の構造強度に係る一定の理解が得られることがわかり

ました。今後さらなる研修を行うこと、また、その審査マニュアルを策定していくといっ

たことがあれば、土木学会指針で解説されている標準的な風力発電設備について、産業保

安監督部における現行建築基準法における技術基準等による審査が可能という結論が得ら

れております。 

 なお、研修会の参加者からは、やはり特殊なものやいろいろなものがございますので、

外部有識者から助言が得られる仕組みや、土木学会指針の対象外となるものについては外

部審査機関の設置、それから、風技解釈等への土木学会指針の規定といった要求事項の明

確化などが必要といったコメントもございまして、こういったものを逐次図ることによっ

て、産業保安監督部を支援することが必要かと考えております。 

○飯田補佐  ここからは、私から説明させていただければと思っております。お手元の

資料３をごらんいただければと思います。こちらは、建築基準法における構造強度に係る

基準の電気事業法への取り込みという、扱いについての検討、整理をした資料でございま

す。 

 ２ページをごらんいただければと思います。皆様は既によくご存じだと思いますけれど

も、左の上側は建築基準法、その下は電気事業法、それぞれの技術基準の体系を簡単に図
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示したものであります。 

 建築基準法につきましては、まず法律があります。こちらの規定を建築基準法施行令と

いう政令に委任あるいは告示に委任、それから、施行令からさらに告示に委任、そうした

流れの体系になってございます。詳細は施行令あるいは告示に書いておりますが、基本的

には仕様規定でございます。 

 一方で、電気事業法のところでございます。電気事業法上では、法律の委任先はｹｱ産業

省令、いわゆる省令ベースで技術基準が性能規定化されております。それから、この省令

に適合すると扱われる、満たすものと認められる、具体的な解釈という形で仕様を規定し

てございます。仕様として規定している解釈だけに限定するものではありませんでして、

省令に照らして、この解釈でないものについても保安水準の確保が十分達成できるといっ

た技術的根拠がございましたら、それに適合するものと判断されると。そうした位置づけ

の解釈がございます。 

 省令にも、風力発電については大きく２つ適用されている技術基準がございまして、発

電風力設備に関する技術基準を定める省令――いわゆる風技といわれるもの、それから、

発電機、変圧器、遮断器といった電気設備に関する技術基準を定める省令――いわゆる電

技、この２つがございます。 

 この右側でございます。こうした、建築基準法から電気事業法に技術基準を取り込むと

きの考え方を簡単に整理してございますが、まずは、建築基準法体系の中で構造強度に関

する要求事項につきましては、あくまで支持物、タワー部分でございまして、電気事業法

の中では、いわゆる原動力設備、風車を有する工作物という扱いで、これは一体として原

動力設備という扱いになります。したがって、この設備に対する技術基準の適用はあくま

で風技になります。 

 次の○でございますが、先ほど申し上げたとおり、技術基準につきましては、省令ベー

スでは性能規定化してございます。したがって、建築基準法上の基本的な仕様規定のよう

な部分は省令レベルの性能規定よりは、その解釈という形で位置づけております仕様規定

のところに取り込んでいくことが妥当ではなかろうかと考えております。それから、先ほ

ど申し上げたとおり、解釈は、あくまで省令を満たす一例でありますので、その解釈以外

の扱いのものも対象としてあり得ます。したがって、風技解釈で示された方法以外の方法

によって風力発電設備をとらまえたときに、そうしたものの安全性の確認は、やはり外部

の専門家の方々から構成される審査顧問会、今は仮称でございますけれども、そういった
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専門家の方々の審査を経ることが必要ではなかろうかという考え方で整理させていただき

ました。 

 次の３ページをごらんいただければと思います。建築基準法における構造強度に係る基

準に関する主な規定を、実際に取り込むといったときに、幾つか検討の観点がございまし

て、この観点を踏まえたところ基本的に取り込みは可能だと考えております。 

 検討の観点を３つほど挙げさせていただいておりますけれども、１つは、電気事業法の

法目的。主として公衆災害の防止といったところを念頭に置いた、公共の安全の確保及び

環境の保全といった電気事業法上の法目的がございますけれども、そうした目的とのそご

を来さないか。それから、国による審査を前提とした基準であるかどうか。それから、先

ほど申し上げた風技、電技以外にも火力、水力といったほかの技術基準もございます。そ

うした電気事業法体系下で位置づけております現行技術基準の規定との関係で、アンバラ

ンスではないかというような観点で検討いたしました。 

 基本的に取り込み可能だと考えてはいるのですが、例えば以下の点ということで挙げさ

せていただいておりますけれども、建築基準法で規定されている内容を一部修正というこ

とを経た上で取り込むことが望ましいと考える部分が幾つかあろうかと思っております。 

 これも例示という扱いになってございますけれども、まず１つ目、法目的に合致させる

修正というところでございます。例えば建築基準法第37条、これは材料の品質に関する要

求事項なのでございますが、その中で衛生上の観点が規定されております。現行の電気事

業法の技術基準では、衛生に関する規定はございませんので、こうした文言は、やはり削

除が望ましいのではなかろうかと。ただ、この部分につきましては、アスベストに関する

規定を指すということでありまして、第１回のワーキングのときにご紹介させていただい

ておりますアスベストの扱いにつきましては、労働安全衛生法で担保されているというこ

とで、電気事業法上で取り込むことは特段必要ないのではなかろうかという位置づけで整

理させていただいております。 

 それから、次の観点のところですけれども、特定行政庁（建築主事がいる地方自治体）

に上乗せ規定を認めている部分が建築基準法上ございます。例えばでございますが、施行

令第82条第２号のところで、これは多雪区域を特定行政庁が指定します。そうした場合、

通常の構造強度を計算するときに、積雪荷重のところも上乗せして計算を求められるとい

ったところでございます。特定行政庁での指定といった付加的な扱いを電気事業法上では

許容？していないのですけれども、こうした自治体における上乗せ規定を踏まえまして風
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技解釈に取り込むということで実態上、同等性の担保ができるのではなかろうかと思って

おります。 

 次に、国土交通大臣による認定制度が建築基準法上で位置づけられているところがござ

います。これも、先ほど出ておりました材料の品質に関する要求事項、法第37条のところ

でございますが、国土交通大臣の認定を受けた材料を使用できるという規定がありまして、

電気事業法上では認定制度はございません。ただ、風技解釈によらないものであっても、

きちんと十分な技術的根拠を示せるものであれば、省令に対する要求事項は満たしている

ということはできる前提になっておりますので、そうした扱いの中で同等性を担保するこ

とができるのではなかろうかと。 

 あと、その他として、風力発電設備に関係しない文言。建築基準法は当然、建築物とい

う全般的なものに対して規定しているものでありますので、風力発電設備に関係しない文

言があろうかと思います。そうしたものの削除といった技術的修正などを扱うことによっ

て、電気事業法に取り込むことができるのではなかろうかと思っております。 

 それから、最後の○でございますが、これも何かワーキングのところにご紹介させてい

ただいたところでありますけれども、電気事業法の保安体系を考慮しますと、一般公衆が

入らない区域、いわゆる離隔距離を導入するかわりに技術基準自体の扱いを簡素なものに

する可能性もあるのではなかろうかというところをご紹介させていただいておりますが、

この話をかんがみますと、今現在設計されているような方々の設計方法の変更が生じるこ

とにつながる、それから、そうした扱い自体を検討することに時間を要するところもあり

まして、今回はこの点については検討を行わず、電気事業法への一本化が妥当といった結

論が得られた場合に、一本化がなされた後に必要に応じ検討したいと考えております。 

 最後のページは、先ほど例示としてご紹介させていただきました建築基準法の法令上の

要求事項で、例えば衛生上であるとか、特定行政庁の指定する多雪区域にかかわる規定と

いったものを提示させていただいております。 

 続きまして、資料４でございます。こちらは、審査一本化をした後の審査のイメージと

いうことで整理させていただいております。 

 ２ページをごらんいただければと思います。 

 一番左側に建築基準法（風力発電設備支持構造物の構造強度に係る技術基準）といった

ものの要求事項に対して、まず、今現在の風力発電設備は大きく２つに分かれると思って

おります。 
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 １つは、標準的なものとしまして、これは大型風車、一般的な構造をしているものをイ

メージしておりますけれども、通常の３枚翼をもつ水平軸風車の支持物、それから、モノ

ポール１本できちんと支持している円筒形鋼製タワー形式、それらを陸上に設置する、設

置する地盤が軟弱なものではない。それから、基準風速――建設省告示で市町村別に細か

く基準風速の規定があるのですが、そうしたものを使用しているもの。それから、ＪＩＳ

に基づく構造材料に適合するものを使用する。こうしたものが標準的なものと思っており

ます。 

 いわゆる、上の標準的なものではない特殊なものということで、例えば３枚翼以外のも

のであるとか、垂直軸風車、１本でなく複数といったモノポール支持式以外、あるいは、

陸上ではなく着床式の洋上風力である、軟弱地盤のものである、それから、先ほどの資料

でありましたとおり風技解釈で示した方法以外の方法による計算によるもの。こうしたも

のが標準的なものでない特殊なものだと思っております。 

 そうしたそれぞれの審査のイメージ、流れという形で書いております。 

 標準的なものにつきましては、今現在作成されております土木学会の「風力発電設備支

持物構造設計指針・同解説」、そうしたものを活用して産業保安監督部による審査。工事

の届け出いただいて原則30日以内で審査するとなっておりますけれども、この指針を活用

しながら監督部で審査ということ。審査に当たっては、監督部での審査がより簡素にでき

るように、別途、審査マニュアルをきちんとつくることが必要かなと思ってございます。 

 一方で、特殊なものにつきましては、土木学会の指針を用いて監督部での審査はなかな

か難しいところでございますので、土木、建築、地質、材料といった外部専門家の方々の

意見を聞ける体制がやはり必要でありまして、そうした体制を、本省による審査支援と書

いてございますけれども、審査顧問会を本省で運営し、やはり30日で審査することは難し

いと思われますので、必要に応じて審査期間を延長するといったことを講じて産業保安監

督部の審査を支援していく。こういった流れで審査をしていくということがイメージとし

て考えられます。 

 次のページでございます。それをより具体的に、個別の手続ごとに整理した図でありま

して、上が標準、下が特殊なもの。基本的に、風力発電設備の工事計画の届け出はすべて

監督部が受ける形になっておりますので、監督部が工事計画の届け出を事業者から受けま

す。そして、受けたときに、標準的なもの、あるいは特殊なものの判定がわかるようなも

のを内規という形で定めて、あらかじめ交渉することによって、標準的なものについては
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そのまま監督部で審査をし処理をする。 

 それから、特殊なものにつきましては、下のところでありますけれども、審査顧問会を

開催しまして、何回かの審査を経まして、その結果を監督部に連絡し、実際の処理につな

げていく。そうした流れになろうかと思ってございます。 

 最後のページでございます。これは、第１回ワーキングのときにご指摘いただきました

標準的なものと特殊なものの割合でございまして、国土交通省で情報提供いただいたデー

タでございます。平成20年以降の建築基準法に基づく大臣認定を行った風力発電設備は 5

58基でありまして、このうち特殊なもの、液状化地盤であるとか、洋上、あるいは、風力

発電設備の周囲に人が居住する建築物があるようなもの（レベル２の風荷重で評価するこ

とが必要なもの）を特殊なものということで整理いただいたところ、 558基中68基という

ことで、全体に占める割合は12％程度。 

 今後の見通し、日本風力発電協会から情報提供いただいたデータでございます。具体的

なところは下に書いてございますけれども、現在開発中、あるいは開発計画が公表されて

いるもので来年度以降約 1,700基の設置計画がある。そのうち、液状化、人が居住する建

築物といったところはあらかじめなかなか特定できないのですが、着床式洋上のもので整

理しますと約 110基計画されている、あるいは開発中ということでありますので、全体に

占める割合は６％程度となってございます。 

 以上でございます。 

○勝呂座長  ありがとうございました。 

 資料１から４までで一たん質疑応答をしたいと思います。何かご不明な点等がありまし

たら、ご質問をお願いします。――よろしいですか。私から二三、質問させてください。 

 まず、資料２の下のほうに、結論として「今後さらなる研修を行うことや審査マニュア

ルを策定することなどの方策をとることで」と書いてありますけれども、審査マニュアル

の作成が非常に重要になってくるのではないかと思うのです。そこには、石原先生は土木

の先生なのですけれども、多分今までの各産業保安監督部の人は電気とか機械の人が多い

のではないかな。私も昔のタービンの技術基準などをやったときにも土木は余り意識しな

いままやったような記憶があります。そうすると、土木の言葉遣いの一つ一つから結構異

なってというか、最初にアクセスしにくい、アプローチしにくいようなところもあるので、

わかりやすいことで、逆の言い方でいうと、電気、機械、土木、建築というのを余り意識

しないできれいにさらっと審査できるようなマニュアルをぜひつくっていただきたいとい



 

- 9 - 

うのが１点です。 

 ２点目が、資料４の、今、土木学会の指針に沿って大臣認定をやられていると思うので

すけれども、１つのプロジェクトにどのぐらい時間的にかかっているのかなと。今度、30

日というのが基本的にはありますよね。特殊になると、後で必要に応じて審査期間延長を

通知するよというのがあるのですけれども、これの目安というか、今までの実績的にはど

のくらいだろうかというのをちょっとお聞きしたかったのが２点目です。 

 ３点目は、今の資料４の４ページの上側に、大体のパーセンテージというので台数で書

いてあるのですけれども、１台が１台のプロジェクトではないと思われるので、審査する

ときには一括で、ぽこっと審査しているのではないかと思うのです。そうすると、パーセ

ンテージとしては、これよりも上がるのか下がるのか、ちょっとわからないのかもしれな

いのですけれども、そういうところがちょっと気になった点です。例えば着床式は次に導

入見通しで 109基と書いてありますけれども、これが１プロジェクトなのか10個のプロジ

ェクトなのかで、さっきの審査顧問会をつくるとしたときのロードが相当変わってくるの

ではないかと思ったので、そこを、わかる範囲でよろしいのですが、教えていただけたら

と思います。 

○村上電力安全課長  まず１点目の、ご意見でございます。審査マニュアルについてい

いものをつくってということですが、私ども一生懸命いいものをつくって現場が困らない

ようにするのは当然でございますので、ぜひ、そこは頑張ってやらせていただきたいと思

います。 

 ２点目でございます。ここはむしろ国土交通省さん側の審査実態でございまして、私ど

もがお答えするのができないのでございますので、奥田さんなり青木さんなり、お答えで

きるようならば。 

○勝呂座長  ご承知のところがあれば。 

○青木委員  技術的な評価としては、回数的には１回か２回ぐらいですので、およそ１

ヵ月から長くても２ヵ月。その後に大臣認定のほうへ申請いたしますので、それが大体…

… 

○前田オブザーバー  ほかの案件も含めてやっているので、大体受けつけてから１ヵ月

ぐらいというのが目安になっています。 

○青木委員  受けつけてから認定いただくまでが２ヵ月から３ヵ月程度が多いというの

が実績です。 
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○勝呂座長  ありがとうございました。 

○飯田補佐  最後のご質問についてでございます。今後の見通しのところでの情報でし

かないのですが、日本風力発電協会からいただいた情報では、動力基数だけではなくて発

電所数もいただいておりまして、それを前提にしますと、着床式洋上、風力に係る発電所

が来年度以降の計画では４発電所ございます。それで、全体が約 140発電所ございまして、

 140のうちの４ということですので、３％程度になります。したがって、発電所ベースで

工事計画の届け出を通常いただきますので、届け出上での特殊なものの割合というのは、

基数でみてもより少なくなるという扱いになろうかと思っております。 

○勝呂座長  ありがとうございました。あと１点だけ、つまらないコメントなのですけ

れども、資料４の２ページの左、特殊なものの軟弱地盤、液状化のおそれのある地盤、こ

れはいいのか。――いいのですね。そうすると上がおかしいのかな。Ｎが14より下でしょ

う、そうすると、上のほうは逆ですよね。――15よりでかいか。いいのですね。ごめんな

さい、間違えました。 

 ほかに何か。どうぞ。 

○石原委員  ２点、細かい話なのですが、１つは言葉の問題。こういった資料を将来的

にまとめていくときに言葉の問題、タワーというように支持物として代表しているように

みえますが、この言葉を「支持物」とか「工作物」にするとか。要は、基礎というのがあ

るので、国際基準の中でもタワーと基礎を必ずペアでいわないと。タワーだけでの鋼構造

しかないので。基礎だとコンクリートも入ってくるし地盤も入ってくる。言葉について、

要は、支持物を代表するときは、ちゃんと代表する言葉を使っていただきたい。それが１

点。 

 もう一個確認なのですが、液状化の地盤の場合、審査顧問委員会というものが今回の検

討会の中に――一本化が決定された後にこういった審査顧問会のことについて議論される

ことと理解してよろしいでしょうか。なぜこういうことを質問したかというと、資料３の

３ページ、離隔距離規制の話をしたときは、今回議論しません、一本化した後に検討する

と書いてありますが、一方、この話は、別の資料でいうと審査顧問委員会のところでみる

と。どの段階でこれをやるのかという話を、イメージがよくわかっていないところがあっ

て、そこについて、もしおわかりでしたら教えていただきたいと思います。 

○村上電力安全課長  現時点で、離隔距離を規制の中に活用するということについて、

いつというアイデアが今全くございませんで、少なくとも一本化を実施した後の話だろう
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ということしか現時点ではいえない状況でございます。 

○石原委員  今の建築基準法審査の中にこういう言葉がありませんが、風車が倒れたと

きに住宅とか、工場とか、人間が住むところにひっかかるのであればレベル２でやってく

ださい、建築、建物と同じようにすると。これは離隔距離という言葉を使っていないので

すが、人間の安全性に影響を及ぼすか及ぼさないかという規定が一応整理されていますの

で、そういう意味では、レベル２、やるかどうかという基準は、今建築基準法の中で審査

するときに明確化されているということです。 

○勝呂座長  ありがとうございます。その辺のアドバイスを取り入れてという形にした

いと思います。さっきあれしましたけれども、マニュアルの整合性などもあわせて検討し

なければいけないということもあるので、今事務局から話がありましたように、一本化が

できるだろうというところが得られた後に今のようなのも詰めて、マニュアルとあわせて、

整合性をとって進めていければと考えています。 

 ほかに何かご質問とかございますでしょうか。――よろしいですか。そうしたら、また

思い出したらでも結構なので、よろしくお願いします。 

 それでしたら、次の議題に移りたいと思います。資料５を事務局から説明をお願いしま

す。 

○飯田補佐  資料５でございます。建築基準法及び電気事業法における構造強度以外の

同等性についてということで、第１回ワーキンググループでご紹介したときの、前回の積

み残し部分についてご紹介させていただければと思います。 

 ２ページ目をごらんいただければと思います。 

 昇降機（エレベーター）の扱いでございます。次回検討予定としていたところにつきま

して、国土交通省のほうで、過去５年間に建築確認の審査実績のある特定行政庁において、

建築基準法施行令で求められております乗用エレベーター、あるいはエスカレーターで観

光のためのものの扱いについて確認をいただきましたところ、ここで要求している規定の

適用ではなく適用対象外として扱われていることがはっきりしたということでございます。

ただ、この件につきましては、こういった調査結果を踏まえまして、風力発電設備の中に

設置される昇降機の建築基準法での取り扱いについて引き続き整理が必要という話と聞い

てございます。 

 一方で、電気事業法におきましては、昇降機に関する規制はございません。 

 したがいまして、今後の方針としましては、建築基準法における取り扱いの実態を踏ま
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えまして、同等性を確保する必要があるかについて、国土交通省と引き続き検討を行うと

いう扱いになってございます。 

 次に、３ページです。風力発電設備が電気工作物でなくなった後の取り扱いについて整

理させていただいております。電気事業法におきましては、電気工作物の工事、維持及び

運用によって公共の安全の確保、それから環境の保全を図るという法目的がありまして、

さらに、電気工作物につきましては、発電、変電、送電もしくは配電、あるいは電気の使

用のために設置する機械等々といった工作物とされておりまして、風力発電設備が廃止と

いった届け出が出された、つまり電気工作物ではなくなったといった後につきましては、

電気事業法において規制できなくなるということでございます。 

 風力発電設備につきまして、廃止した後に除却せず、ほかの用途等として引き続き支持

物が残る場合につきましては、電気事業法、あるいは建築基準法でも安全規制が適用され

ないといった場合、安全性確保の観点から問題があるのではなかろうかといったことで、

そうした問題が生じないようにするために、ほかの用途等として引き続き残る支持物につ

きましては建築基準法において規制することが妥当ではないかというような観点で考えて

おります。 

 こちらについて今後の方針としましては、国土交通省と廃止後の取り扱いについて詳細

を検討いたしまして、ほかの用途等として引き続き残るといった場合、建築基準法におい

て規制する等との結論が得られた場合に、電気事業法への一本化を行うというような扱い

で引き続き検討というように考えております。 

 最後のページは、風力発電設備が電気工作物でなくなった後、に至るまでの流れ、各段

階における手続を整理しておりまして、設計、工事開始、使用開始、使用（発電）終了、

設備廃止といったところまでが電気事業法。それから、引き続き支持物が残って撤去され

るまでは建築基準法。これはあくまでイメージでありますけれども、そうしたところが考

えられております。 

 以上でございます。 

○勝呂座長  どうもありがとうございました。 

 今の説明で何かご意見、それからご質問等があればお願いしたいと思います。どうぞ。 

○石原委員  さっきの、どちらかというと建築基準法の中の取り扱いについての確認な

のですが、寿命が何年とか風力発電設備については審査するときに明確に書いていただい

ています。その理由は、風車は寿命があって、ブレードは長期に使うと壊れるとか、だか



 

- 13 - 

ら、それを超えた場合は、20年と明記されているからそれ以上にやると新たにもう一回審

査する必要がある、そういうのが私の今の理解です。一本化されるときにどのようにする

のか、そこの点について、今現在の建築基準法の考え方との関係をぜひ整理していただい

て、機械物の耐用年数を考慮したものにしていただきたいと思っています。 

○村上電力安全課長  今のお話、建築基準法のほうで使用期間許可みたいな感じの運用

があるというのは初耳なものですから、もしそうであれば、そういうシステムがございま

せんので、整合性を考えなければいけなくなる。 

○石原委員  これは風車のときの話で、建築基準法の中で風車審査をしたときに、どう

しても風車というのは疲労という問題が非常に大きくある。普通の建物と違っていて非常

に大きな疲労荷重がタワーとかに作用する可能性があるので、そういう意味では、寿命を

審査するときに、20年でしか担保しないものをその後ずっと続けるということは、審査上

では特殊なものに対してそういうことを明記してほしい。風力発電設備に対しての特殊な

もので、建物すべてではないということです。法律でどのように書かれているかよりは、

実際審査するときに書いていただいています。 

○勝呂座長  ＧＬなどの、いわゆる認証でも、そういう形でいうと何年と書いてありま

すよね。20年と申請する人もいれば25年と申請する人も、あっちの、いわゆる第三者認定

機関ではオーケーですし、例えば20年ではなくて荷重がきついから18年でという申請をし

ているというのも実際ありますよね。そういうたぐいがあると思いますけれども、電気事

業法の中では寿命的には無限大というか、ずっと使っても大丈夫というのが、普通のボイ

ラータービンなどは交換しながら進めていくというのが今までの通例だったので、そうい

う面でいうと、意識が少なかったのかもしれないですね。 

○村上電力安全課長  電気事業法の工作物は、基本的には、もっているべき性能、安全

性能といいますか、それが維持されている限りにおいては使っていいという考え方なので、

満たさなくなった瞬間に技術基準違反になりますから、そこからは、回収するなり、直す

なり、除却するなりしてもらうという考え方なのです。 

 風力の期間を書いてもらっているというところについては、少しいろいろ勉強させてい

ただきまして、取り扱いを検討させていただきたいと思います。 

○勝呂座長  ありがとうございます。ほかに、どうぞ。 

○奥田委員  ３ページ目の○２つ目のところで「風力発電設備として廃止した後に除却

せず」というのは、ナセルとかブレード分まで含めて全部そのまま残してしまうという意
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味ですか。それとも、上部のナセルのところは取り外してタワーだけが残るという？ ３

つ目のところで、基準法はタワー部分は面倒をみます、みてくださいねといわれているの

ですけれども、ナセルとかブレードの部分はどうなのですか。 

○村上電力安全課長  どういう形で残されようとするかです。これは設置者の方の意思

も反映してしまうものなので、こちら側からどういう状態に残るのが標準だとかを決めつ

けられないのですけれども、通常はブレードを外して支持物の部分が残るようなイメージ

なのではないかと想像します。空回りして、風でくるくる回しておくのがいいのかどうか、

よくわかりませんけれども。 

○鷲津オブザーバー  現実問題としては、風車を回転させないでそのまま置いておくと

いうのが多いかもしれないです。取り外したりするのにも費用がかかりますので、発電は

しない、でも構造物としてはそのまま残してあって、ブレーキをかけておいて、あとは風

を適当に逃がすような形で置きっ放しというケースは現実としてあります。ですから、費

用をかけて安全に外すのは、そこそこ財力のあるところかなと思います。参考に。 

○飯田補佐  あとは、１つの事例として、発電をしなくなっても、それをモニュメント

として残したいということで、ただ、安全上、内部電源を充電しながら維持するときには

発電用ではなくて需要設備として、電気事業法上の電気工作物という扱いで電気事業法の

法体系の中で規制される扱いのものもあったりします。 

 あと、この案件は、どちらかというと、風力発電設備自体が、ある意味、歴史が浅いも

のでありまして、昔から多数あるわけではなく、10年、20年いかないぐらいまでの間に相

当ふえているということなので、将来的な課題の扱いを念頭に置いているところでござい

ます。 

○勝呂座長  どうぞ。 

○坂本委員  ちょっと確認したいのですけれども、私も法体系に詳しくないのですが、

仮に電気工作物、いわゆる発電を終了して何らかの理由によって残すことになったときに、

一方で、旧電気工作物が廃棄物に該当しないのでしょうか。何を考えているかというと、

廃棄物処理法に抵触するのかなと一瞬思ったものですから。 

○村上電力安全課長  その点は廃掃法のほうの、廃棄物の定義にこういったものが当て

はまるのかどうか検討しなければいけませんので、少しお時間をいただいて、次回ご説明

したいと思います。 

○勝呂座長  あと、運転されないでぽっと残すと強度上、例えば流れが変わっておかし
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くなるとか――設計、計算の状態のときにその種の検討をしていると思うのですが、その

辺をきちっと確認しておかないと。回っていないほうが安全だというように単純にいえる

かというのも実は問題があるのではないかというのがありますので、そこもちょっと気を

つけておかないといけないかなと思います。 

 これ、変な話ですけれども、建築基準法において規制することが妥当ではないかという

ことなのですが、設置するときには建築基準法ではなくて電事法で確認をしておいて、運

転しなくなったら「はい、建築基準法ですよ」というのが……。言い方が変なのだけれど

も、つけ回ししているみたいな感じがちょっとしたので。 

○村上電力安全課長  現在は最初から首尾一貫して建築基準法でみていただいていると

ころを、電事法に置き換えるとこうなりますという話なのであって、我々はつけ回しをし

てからこういう図を書いたわけでは全くないので、我々は規制できないところが残ってし

まうという現実問題があるので、そこをご相談しているという問題でございます。 

○勝呂座長  ありがとうございます。ほかによろしいですか。 

○石原委員  全体的な話でよろしいですか。 

○勝呂座長  いいですよ。全部の資料でいいです。 

○石原委員  どちらというと、きょうの資料でいいますと４番目の資料、今後の審査の

イメージのところについて、もし可能でしたら、そういった資料を整理していただきたい。 

 どういうことかというと、仮称審査顧問会という名称になっているのですが、今現在、

経済産業省の中にもそういった審査会、審議会みたいなものがあります。一方、国交省の

大臣認定の性能評価機関の中の先生を選定するときのルールがありまして、それが、経済

産業省と国交省の審査会をつくるときに、どういう選定の仕方をしているか、これは将来

的な話かもしれませんが、その違いというか。 

 大体同じだと思っていますが、専門家を選んで、国交省は国交省のほうで認めるとか、

審査する審査会の設置基準というか設置ルールはどうなっているか、今後議論されること

かもしれないですが、もしワーキングの中で整理することができたら整理していただいた

らいかがでしょうかという質問というか、提案です。 

○勝呂座長  ありがとうございます。どうぞ。 

○村上電力安全課長  この審査顧問会（仮称）につきましては、明確にわかっているこ

とは２つほどありまして、１つは、実は審査顧問会はいわゆる審議会とは違うものでなけ

ればいけない。これは過去の閣議決定がございまして、こういった名称で、審議会に類似
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するものをつくってはいけないというルールがございますので、審査顧問会は審議会では

ないという扱いでございます。 

 現在、私どもは産業保安の関係で幾つか、実質的な専門家の意見を聞く会がございまし

て、例えば意見聴取会というような名称で置いてありましたり、環境顧問会といった形で

やっている。そういったものと類似なものになるのではないかと考えているところでござ

います。 

○勝呂座長  ありがとうございます。ほかに何かございますか。どうぞ。 

○若尾委員  先ほど審査マニュアルのお話もあったのですが、実施する研修のことにつ

いてなのですけれども、産業保安監督部の職員の方も定期的に異動があるかと思います。

今回の研修はある規定されたカリキュラムみたいなものを１回受講すれば十分というイメ

ージなのか、それとも、どれぐらいの頻度でどういう形で実施されようとしているイメー

ジなのか、想定している実施形態を教えていただければと思います。 

○村上電力安全課長  この研修をどれぐらいやったら十分なものになるか、まだ具体的

に制度設計みたいなのができていないのでありますけれども、少なくとも石原先生に１日

半ほど集中講義していただいた結果、かなり理解が進んだという実績がございます。それ

を勘案して、数日から１週間ぐらいの集中トレーニングをすればかなり審査ができるよう

になるのではないかという感じは今受けておりますから、そういったのを念頭にしながら、

具体的なカリキュラムでありますとか日程等は考えたいと思います。それから、人の入れ

かわりがございますから毎年やらないといけないということだと思っております。 

○飯田補佐  補足いたしますと、これまでやってきていない案件についての審査をやっ

ていくということでございますので、用語の扱いも含めてより理解を深めるために、担当

の審査官の方々は、いろいろな疑問点が勉強をしていく過程の中で多分出てくると思いま

す。そうした質問に対する回答を、私ども本省を通じて専門家の皆様にお聞きするなりし

て、きめ細かな支援というのを、特に当初のうちは対応していくことが必要ではなかろう

かと思っております。 

○勝呂座長  ありがとうございます。ほかはよろしいですか。何かありますか。――で

は、前回の中で質問があったところで追加の説明をさせていただきます。 

○飯田補佐  資料５の、構造強度以外の同等性についての説明のところで、ご説明し忘

れたところがございました。前回、第１回ワーキングのときに、構造強度以外の同等性に

ついて幾つか整理させていただいたところでありますが、そのうち１つは、工事中におけ
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る建築主事がいる地方自治体のほうで指定する工程につきましては中間検査を経ないとい

けないといったことであるとか、地方公共団体の条例によって安全、防火、あるいは衛生

目的に十分に達しがたいものについて必要な制限を付加することができるといった規定が

建築基準法上に位置づけられておりまして、この点について、国土交通省にご協力をいた

だきまして、実際に特定行政庁にご確認された結果ですが、中間検査につきましては、特

定行政庁においてそうした指定をしているかということにつきましては、そうしたことは

ありません。それから、制限の付加についても、いずれもなかったという結果でございま

す。 

 済みません、以上でございます。 

○勝呂座長  ありがとうございます。よろしいですか。何か気づいたところがあれば。

――そうしたら、ないようなので、結構早いのですけれども、皆さんの協力で進みました

ので、最後に今後のスケジュールと事務連絡について事務局からお願いします。 

○村上電力安全課長  第３回目、次回でございますが、２月下旬から３月上旬ぐらいの

ところで開かせていただきたいということでございまして、これで改めて日程調整をさせ

ていただきたいというように考えております。 

 次回は、風力発電設備の電気事業法への一本化に関する結論について、本ワーキンググ

ループとして報告書案をご提出させていただきまして、ご審議いただきたいと思っており

ます。 

○勝呂座長  ありがとうございました。 

 では、きょうは、時間がちょっと早いのですけれども、皆さんの活発で効率的な議論と

いうことで早く終わったということで、ありがとうございました。以上できょうの会議を

終了したいと思います。 

 

                                 ――了―― 

 

 


